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資 料

平成１８年度に実施する振興事業について

平成１８年１２月２７日

１．平成１８年度から新規に実施する事業

① 情報通信関連産業の振興

事 業 名 年度事業費18
計画期間

（ 事 業 主 体 ） （補助金額）

ＩＴ産業等集積基盤整備事業 百万円411
3 18 20（みらい 号館） 平 ～

( 百万円）370
（名護市）

（事業概要）
名護市では、新たな産業の振興による雇用機会の創出を図るため、情報通

信産業特別地区及び金融業務特別地区の指定を受け、情報通信・金融関連企

業の立地を促進しており、これまで、豊原地区においては、マルチメディア

館、みらい 号館・ 号館、国際海洋環境情報センターを整備するなど、企1 2
業誘致施策を実施してきた結果、誘致企業数 社、新規雇用者が約 人と22 480
着実な成果が上がっている。

しかしながら、現在多くの企業が強い関心を示し、具体的に名護市への進

出を検討しているものの、豊原地区にはこれ以上入居可能なオフィスビルや

既存施設はなく、対応できない状況であり、企業誘致に支障を来している。

このため、より一層の企業誘致の促進を図るため、ＩＴ産業等の集積のた

めの基盤施設として、みらい 号館の整備を行うものである。3

（担当省庁）

防衛施設庁、総務省、経済産業省
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事 業 名 年度事業費18
計画期間

（ 事 業 主 体 ） （補助金額）

ＩＴ産業等集積基盤整備事業 百万円125
2 18 19（第 サーバーファーム） 平 ～

（宜野座村） ( 百万円）113

（事業概要）
宜野座村では、宜野座村サーバーファームを平成 ～ 年度に整備し、12 13
平成 年 月には情報通信産業特別地区、情報通信産業振興地域の指定を受14 9
けているが、この施設の整備により、情報通信系企業の誘致、定着が実現さ

れ、平成 年 月現在では、情報通信関連企業 社が入居、約 名が雇18 10 5 460
用され、北部地域における雇用創出や他地域からの人材流入に高い成果を上

げている。

しかしながら、新規進出を計画する多数の企業からオファーを受けている

ものの、村内には入居可能なオフィスビル等の施設がなく、対応できないの

が現状となっている。

このような状況を踏まえ、さらなる雇用機会の創出、定住人口の増加、新

規企業進出による産業の集積・振興を図るために、オペレート業務を中心と

した情報通信系企業の誘致を視野に第 サーバーファームの整備を行うもの2
である。

（担当省庁）

防衛施設庁、総務省、経済産業省
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事 業 名 年度事業費18
計画期間

（ 事 業 主 体 ） （補助金額）

金融・情報通信国際都市形成基 百万円11
18本構想策定事業 平

（名護市） ( 百万円）10

（事業概要）

名護市は、第 次名護市総合計画において「小さな世界都市」を目標の一3
つに掲げるとともに 「国際情報通信・金融特区構想」を実現するために、豊、

原地区を情報通信・金融関連産業の集積のための中核的拠点地区として設定

している。

また、金融業務特別地区及び情報通信産業特別地区の指定を受け、その制

度の活用や、低廉な料金でオフィス施設や通信回線等を提供することで企業

誘致活動を進めている。

今後さらに、名護市が情報通信・金融拠点として飛躍し、さらなる情報通

信・金融関連企業を誘致していくためには、豊原地区の地域資産を有効活用

しながら、情報通信・金融分野に秀でた人材を育成する新たな教育・研究機

関の設置や国際会議場・展示場の整備、大容量の通信インフラ整備、ビジネ

ス及びリゾート向け宿泊施設の誘致など他地域にはない特色のあるまちづく

りを推進する必要がある。

本事業では、豊原地区のオフィス施設及び人材育成施設等を活かしつつ、

金融特区・情報特区に指定されている税制優遇及びブランドを活用し、都市

、 、基盤の整備を行うことで さらなる企業誘致を加速させることを目的として

「金融・情報通信国際都市」形成のための基本構想を策定する。

（担当省庁）

内閣府
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② 産業振興のための基盤整備

事 業 名 年度事業費18
計画期間

（ 事 業 主 体 ） （補助金額）

運天港離島振興施設整備事業 百万円121
18（サテライトポート） 平

（伊平屋村、伊是名村） ( 百万円）109

（事業概要）

伊平屋村、伊是名村においては、少子高齢化が進行し、生産者人口が減少

するとともに、両村の基幹産業である農林水産業は生産額で不振が続いてい

る。両村の振興を図るためには、地域特産物の販売促進や高付加価値型の農

林水産業の展開を図ることが重要な課題である。そのためには、県内及び県

（ ）外からの観光客を両村の玄関口である運天港フェリーターミナル 今帰仁村

に誘導することで地域特産品の宣伝及び販売促進、さらに、観光産業との連

携による両村のＰＲ等を一体的に図る必要がある。

本部半島には、多数の観光客が訪れており、さらに那覇空港から運天港へ

のシャトルバスの運行も開始されたことから、運天港においてこれらの観光

客に対して、両村の地域特産物の販売及び地域情報等を発信しつつ、両村民

が行うイベントによる交流の場を創出することで、両村の魅力を高め、地域

特産品の流通・販売ルートを開拓・確保し地域産業の活性化に寄与する目的

で、運天港において離島振興施設整備を行う。

（担当省庁）

国土交通省
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③ 定住条件の整備

事 業 名 年度事業費18
計画期間

（ 事 業 主 体 ） （補助金額）

北部地域における看護系医療人 百万円25
18 19材育成支援施設整備事業 平 ～

（名護市） ( 百万円）23

（事業概要）

沖縄県北部地域では、慢性的な医師及び看護職員の不足状態にあり、沖縄

県全体の看護職員の需給見通しにおいて、平成 年度は、需要数 人22 17,210
に対し、供給数 人と予測され、看護職員不足の見通しとなっている。16,516
また 今後の超高齢化社会の到来に伴い 新たな医療技術及び医療の高度化・、 、

専門化に対応できる、水準の高い看護を提供するため、より専門性の高い看

護職員の養成、普及も重要な課題となっている。

沖縄県北部地域における人材育成機関として名護市を中心とした北部 市12
町村による公設民営の名桜大学がある。本事業は、沖縄県北部地域住民の健

康維持・増進のための医療・福祉サービスの向上を図るため、名桜大学と連

携し、同大学の看護学科設置に伴い、北部地域の看護系医療人材育成のため

の支援施設の整備を行うものである。

（担当省庁）

防衛施設庁
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事 業 名 年度事業費18
計画期間

（ 事 業 主 体 ） （補助金額）

北部広域ネットワーク整備事業 百万円90
18（地域整備事業） 平

（名護市） ( 百万円）81

（事業概要）

北部地域において、産業振興及び定住環境の向上を図ることを目的に 「北、

部広域ネットワーク （高速光ファイバ通信網）の整備を進めている。この一」

環として、名護市において、北部広域ネットワークに対応した地域ネットワ

ークの整備を行い、名護市内の小中学校や公民館等の公共施設をネットワー

クに接続している。今後、これらの情報通信網を活用し、市民の利便性向上

や行政サービスの向上を図るため、地域住民が安心して情報交換が可能とな

（ ） 、る地域ＳＮＳ ソーシャル・ネットワーク・サービス を整備するとともに

、 。様々な情報発信が可能となるよう コンテンツ配信設備等の整備を実施する

（担当省庁）

総務省
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事 業 名 年度事業費18
計画期間

（ 事 業 主 体 ） （補助金額）

谷茶多目的交流施設整備事業 百万円238
18平

（恩納村） ( 百万円）214

（事業概要）

平成 年に策定された恩納村集落別構想において谷茶地域は、伝統芸能・9
祭り文化の薫る集落形成を集落の整備目標に掲げ、沖縄の古き良き伝統文化

を継承し、観光産業と連携した集落の活性化を目指すこととしている。

しかし、現在、谷茶地区には伝統文化の継承や地域活動の場及び交流の場

となる施設がなく、伝統文化の継承や体験学習等の受け入れができずに地域

活性が十分に図られていないことから、地域住民より多目的交流施設の整備

が強く望まれている。

なお、平成 年 月に世界最高水準の自然科学系大学院の沖縄科学技術大15 4
学院大学の設置が本地域に決定され、今後、同大学の整備が進むにつれ大学

院大学関係者（研究者の多くは外国人）が増えていくことから、文化・スポ

ーツ等の交流を推進する。

本事業は、地域の伝統文化の継承や地域活動の拠点施設として、また地域

の大学院大学、老人ホーム、観光客等との交流拠点として整備することによ

、 、 。り 地域文化の継承や地域の活性化を促し 地域振興に寄与するものである

（担当省庁）

防衛施設庁
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事 業 名 年度事業費18
計画期間

（ 事 業 主 体 ） （補助金額）

北部地域循環器系医療支援施設 百万円200
18 20整備事業 平 ～

（北部広域市町村圏事務組合） ( 百万円）180

（事業概要）

沖縄県は長寿地域として知られているが、近年の平均寿命は男子が全国で

位まで低下し（女子は 位 、地域住民の健康に対する関心が高まってき26 1 ）

。 （ ） 、ている 沖縄県における平成 年度の死因構成比 万人単位 をみると14 10
心疾患（ ポイント：第 位 、脳血管疾患（ ポイント：第 位）とな86.3 2 89.5 4）

っており、とりわけ循環器系（心疾患、脳血管疾患）による死因は高い数値

を示しており、北部地域においては ポイントと、沖縄県全体の ポ214.8 147.2
イントに対して、かなり高い数値を示している。

平成 年度に、北部地域の循環器系医療の実態調査を行ったところ、北部16
地域に循環器系外科が無く、手術を要する患者は中・南部地域の病院へ搬送

しているため、搬送に長時間を要していることが死亡率を上げる大きな要因

となっていることが判明した。

このため、北部地域において循環器外科の機能を有する循環器系医療支援

施設の整備を実施する。

（担当省庁）

厚生労働省
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２．平成１７年度からの継続事業

(単位：百万円)

事 業 名 年度事業費18
計画期間 施 策 別

（ 事 業 主 体 ） （補助金額）

観光・リゾート東村村民の森研修施設等整備事 248
産業の振興業 平 ～17 20

(223)（東村）

（担当省庁 防衛施設庁）


